
国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ） 及 び 予 算 に 関 す る 説 明 書

令 和 ８ 年 度

( ９ 月 補 正 )



あ



８ 議 案 第 ６ ５ 号

令 和 ８ 年 度 西 之 表 市 の 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ） は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

　 （ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 　 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ３ ４ ， ９ ９ ５ 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出

　 そ れ ぞ れ ２ ， １ ７ ９ ， １ ７ ５ 千 円 と す る 。

２ 　 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金 額 は 、 「 第 １

　 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

　

　 　 令 和 ８ 年 ９ 月 ４ 日 　 提 出

                                  西 之 表 市 長 　 八 板 　 俊 輔

令 和 ８ 年 度 西 之 表 市 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ）



あ



－1－

款 補  正  額 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

（単位：千円）歳 入

項 補 正 前 の 額

国 民 健 康 保 険 税1 374,792 △10,640 364,152

国 民 健 康 保 険 税1 374,792 △10,640 364,152

国 庫 支 出 金3 1 13 14

国 庫 補 助 金1 1 13 14

繰 入 金6 207,123 576 207,699

他 会 計 繰 入 金1 207,123 576 207,699

繰 越 金7 642 45,046 45,688

繰 越 金1 642 45,046 45,688

2,179,175歳              入              合              計 2,144,180 34,995



補  正  額 計款

－2－

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

総 務 費1 72,960 14 72,974

総 務 管 理 費 1 63,344 14 63,358

保 健 事 業 費4 43,172 576 43,748

保 健 事 業 費 1 26,767 576 27,343

基 金 積 立 金5 1 22,844 22,845

基 金 積 立 金 1 1 22,844 22,845

予 備 費7 20,341 11,561 31,902

予 備 費 1 20,341 11,561 31,902

2,179,175歳              出              合              計 2,144,180 34,995



－3－

款 計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

1 国 民 健 康 保 険 税 △10,640 364,152374,792

3 国 庫 支 出 金 13 141

6 繰 入 金 576 207,699207,123

7 繰 越 金 45,046 45,688642

歳     入     合     計 2,144,180 34,995 2,179,175



地 方 債

補正前の額 計補 正 額款

－4－

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

131 14 72,97472,960 1総 務 費

5764 576 43,74843,172保 健 事 業 費

5 22,844 22,8451 22,844基 金 積 立 金

7 11,561 31,90220,341 11,561予 備 費

歳     出     合     計 2,144,180 34,995 2,179,175 13 576 34,406



－5－

国民健康保険特別会計 1  国民健康保険税

２　歳　入

（単位：千円）国民健康保険税1国民健康保険税（款） 1 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

△7,090医療給付費分現年1△10,640一般被保険者国民1 364,152374,792 △7,090一般被保険者国民健康保険税

課税分健康保険税

△2,647後期高齢者支援金2 △2,647一般被保険者国民健康保険税

分現年課税分

△594介護納付金分現年3 △594一般被保険者国民健康保険税

課税分

△309子ども・子育て支4 △309一般被保険者国民健康保険税

援納付金分現年課

税分

364,152△10,640374,792計

国庫補助金（項） 1国庫支出金（款） 3

13社会保障・税番号113システム開発費等4 130 13社会保障・税番号制度システム整備費補助金

制度システム整備補助金

費補助金

14131計

他会計繰入金（項） 1繰入金（款） 6

576職員給与費等繰入4576一般会計繰入金1 207,699207,123 576職員給与費等

金

207,699576207,123計

繰越金（項） 1繰越金（款） 7

45,046前年度繰越金145,046前年度繰越金1 45,688642 45,046前年度繰越金

45,68845,046642計



－6－
３　歳　出

（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1一般管理 62,166 14 62,180 13 1 10需 用 費 14 消耗品費 4

費 印刷製本費 10

計 63,344 14 63,358 13 1

（款） 4 保健事業費 （項） 1 保健事業費

1疾病予防 15,696 576 16,272 576 1報 酬 566 報酬(会計年度任用職員) 566

費

8旅 費 10 費用弁償(会計年度任用職員) 10

計 26,767 576 27,343 576

（款） 5 基金積立金 （項） 1 基金積立金

1準備積立 1 22,844 22,845 22,844 24積 立 金 22,844 基金積立金 22,844

金

計 1 22,844 22,845 22,844

（款） 7 予備費 （項） 1 予備費

1予備費 20,341 11,561 31,902 11,561 予備費 11,561

計 20,341 11,561 31,902 11,561



1　一　　般　　職

(１)　総　　括

共 済 費 合 計

報 酬 ( 千 円 ) 給 料 ( 千 円 ) 職 員 手 当 ( 千 円 ) 計 ( 千 円 ) (千円) (千円)

10
(8)
10
(7)

0
(1)

区　　　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 勤 務 手 当 期 末 勤 勉 手 当 特 殊 勤 務 手 当 管 理 職 手 当

職員手当 補 正 後 936 420 270 3,080 15,847 138 0

の 内 訳 補 正 前 936 420 270 3,080 15,847 138 0

比　　　較 0 0 0 0 0 0 0

区　　　分 児 童 手 当 管 理 職 員 特 別 勤 務 手当 退 職 手 当 負 担 金

職員手当 補 正 後 970 0 563

の 内 訳 補 正 前 970 0 563

比　　　較 0 0 0

ア　会計年度任用職員以外の職員

共 済 費 合 計

給 料 ( 千 円 ) 職 員 手 当 ( 千 円 ) 計 ( 千 円 ) (千円) (千円)

8
(1)

8
(1)

0
(0)

区　　　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 勤 務 手 当 期 末 勤 勉 手 当 特 殊 勤 務 手 当 管 理 職 手 当

職員手当 補 正 後 936 420 270 3,061 11,976 138 0

の 内 訳 補 正 前 936 420 270 3,061 11,976 138 0

比　　　較 0 0 0 0 0 0 0

区　　　分 児 童 手 当 管 理 職 員 特 別 勤 務 手当

職員手当 補 正 後 730 0

の 内 訳 補 正 前 730 0

比　　　較 0 0

イ　会計年度任用職員

共 済 費 合 計

報 酬 ( 千 円 ) 給 料 ( 千 円 ) 職 員 手 当 ( 千 円 ) 計 ( 千 円 ) (千円) (千円)

2

(7)

2

(6)

0

(1)

区　　　分 通 勤 手 当 時 間 外 勤 務 手 当 期 末 勤 勉 手 当 児 童 手 当 退 職 手 当 負 担 金

職員手当 補 正 後 0 19 3,871 240 563

の 内 訳 補 正 前 0 19 3,871 240 563

比　　　較 0 0 0 0 0

職員数(人)
給　　　　　与　　　　　費

18,749

566 0

6,203 5,112 4,693 16,008 2,741

備 考

補 正 後 6,769 5,112 4,693 16,574 2,741 19,315

( )パートタイム会計年度
任用職員

補 正 前

5660 0比　　　較 566

区　　分

( )再任用短時間職員補 正 前 30,025 17,531 47,556 8,737 56,293

比　　　較 0 0 0 0 0

補 正 後 30,025 17,531 47,556 8,737

0

区　　分 職員数(人)
給　　　　　与　　　　　費

56,293

備考

比　　　較 566 0 0 566

35,137 22,224 63,564 11,478 75,042

- 7 -

区　　分 職員数(人)
給　　　　　与　　　　　費

備 考

補 正 後 6,769 35,137 22,224 64,130 11,478

566

75,608
( )再任用短時間職員及び
パートタイム会計年度任用
職員

補 正 前 6,203



- 8 -

(２)　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分

(３)　給料及び職員手当の状況

一 般 行 政 職 税 務 職

267,383 296,233

307,161 314,643

38.5 38.2

267,383 296,233

311,562 313,900

38.2 37.9

  イ　初任給

(試験) (試験)

(選考) (選考)

（総合職） （総合職）

（一般職） （一般職）

説　　　　　　　　　　明増減額(千円) 増減事由別内訳(千円)

給 料 0

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

職 員 手 当 0
制度改正に伴う増減分

その他の増減分

  ア　職員1人当たりの給料　

区　　　　　　　　　分

令和8年7月1日

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

平均年齢(歳)

令和8年4月1日

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

平均年齢(歳)

(令和8年7月1日現在）

（一般職） 216,700円         
195,800円 195,800円

区分 一般行政職 税務職
国 の 制 度

一般行政職

277,700円         

232,000円             263,600円         
大学卒 (試験) 232,000円 (試験) 232,000円

242,000円             

税務職

高校卒
200,300円 200,300円

（一般職） 200,300円             

備　　　考



  ウ　級別職員数

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

１ 級 1 20.0 １ 級 １ 級 １ 級 1 12.5

２ 級 1 20.0 ２ 級 ２ 級 ２ 級 1 12.5

３ 級 2 40.0 ３ 級 3 100.0 ３ 級 ３ 級 5 62.5

４ 級 1 20.0 ４ 級 ４ 級 ４ 級 1 12.5

５ 級 ５ 級 ５ 級 ５ 級

６ 級 ６ 級 ６ 級 ６ 級

７ 級 ７ 級 ７ 級 ７ 級

計 5 100.0 計 3 100.0 計 計 8 100.0

１ 級 1 20.0 １ 級 １ 級 １ 級 1 12.5

２ 級 1 20.0 ２ 級 ２ 級 ２ 級 1 12.5

３ 級 2 40.0 ３ 級 3 100.0 ３ 級 ３ 級 5 62.5

４ 級 1 20.0 ４ 級 ４ 級 ４ 級 1 12.5

５ 級 ５ 級 ５ 級 ５ 級

６ 級 ６ 級 ６ 級 ６ 級

７ 級 ７ 級 ７ 級 ７ 級

計 5 100.0 計 3 100.0 計 計 8 100.0

（級別の標準的な職務内容）

３級 ４級 ５級 ６級 ７級

係 長 課 長 課 長

副 長 参 事 参 事

  エ　昇給

備考
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定期昇給以外の昇給制度 有　・　無

昇
給
号
給
数

昇給区分「定期」

４号給

人事評価結果の活用 有　・　無

昇給日 令和9年1月1日

　高齢層（55歳以上）　　０号級

　管理職層（６級以上）　３号給

主事補・主事 主査 課長補佐

区分 合計

区分

令和8年7月1日

令和8年4月1日

小計

級 級 級 級

一般行政職 税務職

区　　分 １級・２級

一　　般　　行　　政　　職



６月(月分） １２月(月分） ３月(月分）

補 正 後 2.325 2.325 0.000 4.65

補 正 前 2.325 2.325 0.000 4.65

国　の　制　度 ― 4.65

最 高 限 度

（月分）

支　給　率　等

（支　給　率　等）

  キ　特殊勤務手当

一 般 行 政 職 税      務      職

支給対象職員の比率（%）
(令和8年7月1日現在）

  ク　その他の手当

備　　　　考

  オ　期末手当、勤勉手当

区　　分
支　給　期　別　支　給　率

支給率計（月分） 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（３級５%，４・５級１０%，６・７級１５%）

（３級５%，４・５級１０%，６・７級１５%）

4.65 （３級５%，４・５級１０%，６・７級１５%）

  カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区分
２ ０ 年 勤 続 の 者 ２ ５ 年 勤 続 の 者 ３ ５ 年 勤 続 の 者 勧奨退職時特

別 昇 給
備　　　考

（月分） （月分） （月分）
そ の 他 の 加 算 措 置

―

国　の　制　度
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置
（２％～20％加算）

―

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（２％～20％加算）

区          分 全    職    種
代  表  的  な  職  種

給料総額に対する比率（%） 0.4 0.0 1.2

0.0 100.0

代表的な特殊勤務手当の名称 税務手当
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住 居 手 当 同  じ

通 勤 手 当 異なる
 離島であるという特殊事情に加え、交通

 事情を考慮し、支給内容を設定

区          分 国 の 制 度 と の 異 同 差異の内容

扶 養 手 当 同  じ

33.3


